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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期 

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月 

売上高 (百万円) 84,831 87,659 97,357 97,677 100,477 

経常利益 (百万円) 4,733 4,942 5,401 6,023 6,635 

当期純利益 (百万円) 2,148 3,102 3,261 3,346 3,572 

包括利益 (百万円) － 2,154 4,019 8,922 4,813 

純資産額 (百万円) 68,998 67,642 70,046 77,485 79,442 

総資産額 (百万円) 113,021 111,392 117,792 132,931 133,938 

１株当たり純資産額 (円) 863.44 879.84 913.10 1,010.83 1,036.09 

１株当たり当期純利益 (円) 26.81 40.13 42.98 44.16 47.15 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 60.4 60.0 58.8 57.6 58.6 

自己資本利益率 (％) 3.13 4.60 4.70 4.59 4.61 

株価収益率 (倍) 23.70 13.83 12.91 17.19 16.25 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) 9,194 4,299 5,397 6,180 12,146 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △1,098 △2,183 △3,740 △10,104 △4,061 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(百万円) △6,936 △5,023 1,505 2,158 △5,334 

現金及び現金同等物の期

末残高 
(百万円) 13,059 10,247 13,525 11,986 14,923 

従業員数 

(人) 

4,049 4,466 4,583 4,604 5,143 

［外、平均臨時雇用者

数］ 
［843］ ［943］ ［1,012］ ［923］ ［750］ 

（注）１ 売上高は、消費税等抜きで表示しております。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第180期 第181期 第182期 第183期 第184期 

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月 

売上高 (百万円) 31,728 33,221 33,972 33,355 33,759 

経常利益 (百万円) 3,165 3,883 3,153 4,429 3,977 

当期純利益 (百万円) 1,615 2,409 1,861 2,927 2,525 

資本金 (百万円) 6,465 6,465 6,465 6,465 6,465 

発行済株式総数 (千株) 88,478 88,478 88,478 88,478 88,478 

純資産額 (百万円) 61,445 59,225 60,093 66,149 67,985 

総資産額 (百万円) 88,415 84,502 85,808 96,917 98,565 

１株当たり純資産額 (円) 777.73 780.20 792.80 873.04 897.44 

１株当たり配当額 

(円) 

18.00 18.00 18.00 18.00 18.00 

（内１株当たり中間配当

額） 
(8.00) (8.00) (8.00) (8.00) (8.00) 

１株当たり当期純利益 (円) 20.17 31.16 24.53 38.63 33.34 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 69.5 70.1 70.0 68.3 69.0 

自己資本利益率 (％) 2.61 4.00 3.12 4.64 3.77 

株価収益率 (倍) 31.54 17.81 22.63 19.65 22.98 

配当性向 (％) 89.3 57.8 73.4 46.6 54.0 

従業員数 

(人) 

709 706 700 711 656 

［外、平均臨時雇用者

数］ 
［237］ ［245］ ［244］ ［225］ ［204］ 

（注）１ 売上高は、消費税等抜きで表示しております。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

明治29年12月 日本毛織株式会社を設立

明治32年５月 加古川工場操業開始、毛布の製造開始

大正８年６月 印南工場操業開始

昭和17年３月 昭和毛糸紡績株式会社（現・一宮事業所）を吸収合併

昭和24年５月 東京・大阪各証券取引所市場第１部に上場

昭和33年９月 鵜沼工場（現・岐阜工場）操業開始

昭和36年１月 保有不動産の活用を主たる目的としたニッケ不動産株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和42年11月 織物販売のアカツキ商事株式会社を設立（現・連結子会社）

昭和45年４月 機械製作所を設置、社内の機械保全作業及び機械製造を開始（昭和53年12月株式会社ニッケ機械製

作所として独立 現・連結子会社）

昭和59年２月 加古川市にショッピングセンター「ニッケパークタウン」を建設、賃貸開始

昭和62年10月 スポーツ事業の運営管理を目的に株式会社ニッケレジャーサービスを設立（現・連結子会社）

昭和63年11月 市川市にショッピング・飲食・スポーツなどの複合施設「ニッケコルトンプラザ」を建設、賃貸・

営業開始

平成３年４月 現在地（大阪市中央区）に新ビルを建設し、本社事務所を移転

平成７年11月 双洋貿易株式会社とその子会社のカバロ株式会社を買収、馬具・乗馬用品の製造・販売事業へ進出

（翌年双洋貿易株式会社がカバロ株式会社を吸収合併、現・連結子会社）

平成10年５月 中国青島市に織物製造の青島日毛織物有限公司を設立（現・連結子会社）

平成11年６月 関連会社の尾西毛糸紡績株式会社を吸収合併

平成12年４月 連結子会社の株式会社ニッケ加古川サービス（現・株式会社ニッケ・ケアサービス、現・連結子会

社）が介護事業へ進出

平成12年９月 各務原市にショッピングセンター「アピタ各務原」を建設、賃貸開始

平成13年11月 日東毛織株式会社と尾西毛糸株式会社の紡績部門を統合し、尾州ウール株式会社を設立（現・連結

子会社）

平成14年７月 毛糸製造の江陰日毛紡績有限公司（中国江陰市）への資本及び経営参加（現・連結子会社）

平成14年８月 株式交換により不織布・フェルト製造のアンビック株式会社を完全子会社化（現・連結子会社）

平成15年７月 携帯電話販売代理店の株式会社ジーシーシーの株式を追加取得し子会社化（現・連結子会社）

平成18年８月 スポーツ用品・釣糸・産業資材製造・販売の株式会社ゴーセンの株式を取得（現・連結子会社）

平成18年12月 繊維商社の株式会社ナカヒロを連結子会社化（現・連結子会社）

平成23年10月 尾州ウール株式会社が、日誠毛織株式会社を吸収合併し、撚糸部門を集約

平成24年１月 日毛（上海）管理有限公司を設立（現・連結子会社）

平成24年２月 南海毛糸紡績株式会社の株式を取得（現・南海ニッケヤーン株式会社、現・連結子会社）

平成24年９月

 

マレーシアに生産拠点として、南海ニッケ・トレンガヌ社（梳毛加工）、南海ニッケ・マレーシア

社（梳毛紡績加工）を買収（現・連結子会社)

平成25年１月 株式会社ツキネコの株式を取得（現・連結子会社）

平成25年４月 芦森工業株式会社の株式を取得（現・持分法適用関連会社）

平成25年10月 ニッケ・タイランド社を設立（現・連結子会社）
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３【事業の内容】

 当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、連結子会社43社及び関連会社３社(平成26年11月30日現在)を中

心に構成され、毛糸・毛織物などの衣料繊維製品の製造並びに販売を主とした『衣料繊維事業』、不織布・フェルト

などの繊維資材製品、テニス・バドミントンガット、釣糸、産業資材の製造・販売、産業向け機械の設計・製造・販

売、環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンスを主とした『産業機材事業』、ショッピングセンターな

ど商業施設の開発・賃貸・運営、不動産の建設・販売・賃貸、乗馬クラブの運営、ゴルフ・テニス等のスポーツ施

設、カラオケ・ボウリング場の運営、介護事業を主とした『人とみらい開発事業』、携帯電話販売、ビデオレンタル

等のフランチャイズ業、毛布・寝装用品、手編毛糸、馬具・乗馬用品、100円ショップ向け日用雑貨卸し、印判用品

の製造販売、倉庫管理・構内運送を主とした『コンシューマー事業』を行っております。各事業の当社及び関係会社

の位置付けは次のとおりであります。

 なお、『衣料繊維事業』、『産業機材事業』、『人とみらい開発事業』、『コンシューマー事業』の４部門は、

「第５ 経理の状況 １（１）連結財務諸表注記事項」（セグメント情報等）の区分と同一であります。

 

『衣料繊維事業』 

 当部門において、当社は毛糸・ユニフォーム織物素材と製品、紳士及び婦人のファッション織物素材と製品などの

衣料繊維製品の製造及び販売を行っており、製品の一部は㈱ナカヒロ、アカツキ商事㈱、佐藤産業㈱等に販売してお

ります。 

 大成毛織㈱、ニッケテキスタイル㈱、青島日毛織物有限公司は織物の製織加工を行っており、当社は製造委託を行

っております。金屋ニット㈱はニット製品の製造・販売を行っております。尾州ウール㈱は毛糸の製造（撚糸）を行

っており、当社はこれらの会社へ製造委託を行っております。江陰日毛紡績有限公司は毛糸の製造・販売を行ってお

ります。ニッケポートフィリップスカーリング社は原料加工を行っております。南海ニッケヤーン㈱は毛糸の販売、

南海ニッケ・トレンガヌ社は梳毛加工、南海ニッケ・マレーシア社は毛糸の製造をそれぞれ行っております。

 ㈱キューテックは織物製品の縫製加工を行っております。艶金化学繊維㈱はニットの染色整理加工を行っておりま

す。

 

『産業機材事業』 

 当部門において、アンビック㈱は不織布・フェルト等の繊維資材製品の製造・販売を、日本フェルト工業㈱、江陰

安碧克特種紡織品有限公司は不織布・フェルト等の繊維資材製品の製造・加工を、安碧克（香港）有限公司、安碧克

（上海）有限公司は不織布・フェルト等の繊維資材製品の販売を行っております。 

 ㈱ゴーセンはテニス・バドミントンガット、釣糸、産業資材の製造・販売を行っており、上海高繊制紐有限公司は

産業資材の製造・販売を行っております。ゴーセン・タイランド社は、自動車用繊維資材の販売を行っております。

  ㈱ニッケ機械製作所は産業向け機械の設計・製造・販売、環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンス

等を行っております。ニッケ機械・タイランド社は産業向け機械の設計・製造・販売を行っております。

 また、芦森工業㈱は、消防用ホース、自動車安全部品他、産業用資材の製造・販売を行っております。

 

『人とみらい開発事業』 

 当部門において、当社はショッピングセンターなど商業施設の開発・賃貸・運営、不動産の賃貸、乗馬クラブの運

営等を行っております。ニッケ不動産㈱は住宅等の建設・販売、不動産管理を行っており、㈱コスモメンテナンス

は、不動産管理を行っております。㈱ニッケレジャーサービス、㈱ニッケインドアテニスはゴルフコース・練習場、

テニススクールなどの運営を行っております。㈱ニッケ・ケアサービスは介護事業を行っております。

 

『コンシューマー事業』 

 当部門において、㈱ジーシーシー他５社は携帯電話の販売を行っております。ニッケアウデオSAD㈱は、ビデオレ

ンタルショップ、アイスクリームショップ等のフランチャイズ事業および飲食・カラオケ・ボウリング、屋内型会員

制幼児遊戯施設等の事業を行っております。双洋貿易㈱は馬具・乗馬用品の製造・販売およびコンテナの輸入・販売

を、ニッケ商事㈱は毛布・寝装用品、手編毛糸等の製造・販売を行っております。㈱友栄は100円ショップ向け生活

雑貨の卸売りを行っております。㈱ツキネコは印判用品およびスタンプインク等の製造・輸出入・販売を行っており

ます。㈱ニッケ物流は当社工場の倉庫管理及び構内運送等を行っております。㈱ニットーファミリーは、個人向け保

険代理業を行っております。
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事業系統図

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

 

名称 住所 
資本金又は
出資金 
 (百万円) 

主要な事業の 
内容 

議決権の所有 
割合（％） 関係内容 

（連結子会社）          

㈱ナカヒロ ※１※２ 大阪市中央区 100 衣料繊維 100 

当社の毛織物を販売しております。 

当社は運転資金を融資しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

アカツキ商事㈱ ※１ 東京都墨田区 50 衣料繊維 100 

当社の毛織物を販売しております。 

当社は運転資金を融資しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

佐藤産業㈱ 東京都千代田区 95 衣料繊維 50.1 
当社は運転資金を融資しております。 

役員の兼任等…有 

大成毛織㈱ 愛知県一宮市 30 衣料繊維 100 

委託契約に基づき当社の織物を生産してお

ります。 

当社より土地・建物を賃借しております。 

当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

ニッケテキスタイル㈱ 愛知県一宮市 10 衣料繊維 100 

委託契約に基づき当社の織物を生産してお

ります。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

青島日毛織物有限公司 
中国山東省 

青島市 

百万米ドル 

3 
衣料繊維 93.2 

当社の織物を生産しております。 

同社の金融機関借入金に対し債務保証を 

しております。 

役員の兼任等…有 

金屋ニット㈱ 京都府福知山市 10 衣料繊維 100 

委託契約に基づき当社のニットを生産して

おります。 

当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

尾州ウール㈱ 愛知県一宮市 30 衣料繊維 100 

委託契約に基づき当社の毛糸を生産してお

ります。 

当社所有の建物等を賃借しております。 

当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

南海ニッケヤーン㈱ ※１ 愛知県一宮市 22 衣料繊維 100 

当社の毛糸を販売しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

当社は運転資金を融資しております。 

役員の兼任等…有 

江陰日毛紡績有限公司 ※１ 
中国江蘇省 

江陰市 

百万米ドル 

15 
衣料繊維 91.6 

当社の毛糸を生産しております。 

役員の兼任等…有 

ニッケポートフィリップ 

スカーリング社 

オーストラリア 

ビクトリア州 

 万豪ドル 

120 
衣料繊維 90 

当社の原料加工をしております。 

役員の兼任等…有 

南海ニッケ・トレンガヌ社 

         ※１

マレーシア 

トレンガヌ州 

百万 

 マレーシア 

 リンギット 

38 

衣料繊維 
100 

 (10) 

当社の梳毛加工を行っております。 

当社は運転資金を融資しております。 

同社の金融機関借入金に対し債務保証を 

しております。 

役員の兼任等…有 

南海ニッケ・マレーシア社 
マレーシア 

セランゴール州 

百万 

 マレーシア 

 リンギット 

11 

衣料繊維 
100 

(10) 

当社の毛糸を生産しております。 

当社は運転資金を融資しております。 

役員の兼任等…有 
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名称 住所 
資本金又は
出資金 
 (百万円) 

主要な事業の 
内容 

議決権の所有 
割合（％） 

関係内容 

アンビック㈱ 兵庫県姫路市 100 産業機材 100 
当社より土地・建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

日本フェルト工業㈱ 兵庫県姫路市 10 産業機材 
100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

江陰安碧克特種紡織品有限公司 
中国江蘇省 

江陰市 

 百万米ドル 

2 
産業機材 

100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

安碧克（香港）有限公司 中国香港九龍 

 百万 

 香港ドル 

3 

産業機材 
100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

安碧克（上海）貿易有限公司 中国上海市 
 百万米ドル 

1 
産業機材 

100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

㈱ゴーセン 大阪市中央区 100 産業機材 100 
当社は運転資金を融資しております。 

役員の兼任等…有 

上海高繊制紐有限公司 中国上海市 
 千米ドル 

500 
産業機材 

100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

ゴーセン・タイランド社 
タイ 

チョンブリ県 

 百万 

タイバーツ 

35 

産業機材 
100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

㈱ニッケ機械製作所 兵庫県加古川市 50 産業機材 100 

当社設備のメンテナンスをしております。 

当社に余剰資金を預けております。 

当社より土地・建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

ニッケ機械・タイランド社 
タイ 

チョンブリ県 

 百万 

タイバーツ 

20 

産業機材 
100 

(100) 

営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

ニッケ不動産㈱ 神戸市中央区 30 人とみらい開発 100 

当社の土地・建物の管理をしております。 

当社に余剰資金を預けております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

㈱コスモ・メンテナンス 千葉県市川市 20 人とみらい開発 
70 

(70) 

当社所有の建物を賃借しております。 

当社の土地・建物の管理をしております。 

役員の兼任等…有 

㈱ニッケ・ケアサービス 愛知県一宮市 10 人とみらい開発 100 
当社より土地・建物を賃借しております. 

役員の兼任等…有 

㈱ニッケレジャーサービス 愛知県弥富市 10 人とみらい開発 100 

当社より土地・建物を賃借しております。 

当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

㈱ニッケインドアテニス 愛知県あま市 10 人とみらい開発 100 

当社より土地・建物を賃借しております。 

当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

㈱ジーシーシー 大阪市中央区 12 コンシューマー 51.2 
営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

ニッケアウデオＳＡＤ㈱ 大阪市中央区 60 コンシューマー 100 
当社より土地・建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 
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名称 住所 
資本金又は
出資金 (百
万円) 

主要な事業の 
内容 

議決権の所有 
割合（％） 

関係内容 

ニッケ商事㈱ 大阪市中央区 35 コンシューマー 100 

当社の毛織物等を販売しております。 

当社は運転資金を融資しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

双洋貿易㈱ 神戸市東灘区 10 コンシューマー 100 

当社は乗馬・馬具用品を購入しておりま

す。 

当社は運転資金を融資しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

㈱友栄 大阪府枚方市 33 コンシューマー 
100 

(100) 

当社は運転資金を融資しております。 

役員の兼任等…有 

㈱ニッケ物流 愛知県一宮市 3 コンシューマー 100 

当社工場の倉庫管理・構内運送等を受託し

ております。 

当社に余剰資金を預けております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

㈱ニットーファミリー 神戸市中央区 10 コンシューマー 100 

当社は運転資金を融資しております。 

当社所有の建物を賃借しております。 

役員の兼任等…有 

㈱ツキネコ 東京都千代田区 10 コンシューマー 100 
当社に余剰資金を預けております。 

役員の兼任等…有 

日毛（上海）管理有限公司 中国上海市 
百万人民元 

15 
本社機構 100 

当社よりコンサタント業務を受託しており

ます。 

役員の兼任等…有 

ニッケ・タイランド社 
タイ 

バンコク 

 百万 

タイバーツ 

2 

本社機構 49 

当社よりコンサタント業務を受託しており

ます。 

役員の兼任等…有 

他５社 ― ― ― ― ― 

（持分法適用関連会社）          

芦森工業㈱ ※３ 大阪市西区 8,388 産業機材 23.8 
営業上の取引はありません。 

役員の兼任等…有 

他２社 ― ― ― ― ― 

（注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２ ※１：特定子会社に該当します。

３ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有割合で内数であります。

４ ※２：㈱ナカヒロについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等は次のとおりであります。

会社名
売上高

（百万円）
経常利益

（百万円）
当期純損益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

㈱ナカヒロ 13,986 197 152 847 10,093

５ ※３：有価証券報告書提出会社であります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年11月30日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料繊維事業 2,186   [213]

産業機材事業 813   [108]

人とみらい開発事業 742   [404]

コンシューマー事業 1,333   [ 25]

全社（共通） 69   [ －]

合計 5,143   [750]

（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

   ２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

   ３ 従業員数は、前連結会計年度と比較して539名増加しておりますが、主な理由は、当連結会計年度より南海

ニッケ・トレンガヌ社他を新規連結したことによるものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成26年11月30日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

656   ［204］ 45.0 16.5 4,764,112

 

セグメントの名称 従業員数（人）

衣料繊維事業 529   [199]

産業機材事業 2   [ －]

人とみらい開発事業 59   [  5]

コンシューマー事業 5   [ －]

全社（共通） 61   [ －]

合計 656   [204]

（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

     ３ 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

 当社グループには、日本毛織グループ労働組合連合会が組織されており、ＵＡゼンセン製造産業部門繊維素材部

会に属しております。グループ内の組合員数は858人でユニオンショップ制であります。

 なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 当連結会計年度におけるわが国の経済環境は、政府や日銀の各種政策による円安や日経平均株価上昇に支えられ、

輸出環境の改善などによる緩やかな景気回復傾向がみられました。しかしながら、４月１日の消費税増税前の駆け込み

需要や増税後の反動などにより、個人消費、設備投資に弱い動きがみられ、また、円安や海外景気の下振れによる輸出

の鈍化などのリスクが依然として残っております。

 このような情勢の中、当社グループは、新スローガン「声を明日につなげる」のもと、ステークホルダーの皆様の

お声を「明日につなげる」べく、「ＮＮ120第２次中期経営計画（2013～2015年）」の実現に向けて、とくに2014年度

はその中間年度として事業構造改善を推し進めてまいりました。

 事業活動の内容としましては、衣料繊維事業においては事業経営の意思決定のスピードアップと、より一層の効率化

を追求し、テキスタイル事業をニッケテキスタイル株式会社に分社化するなどの組織改編を行い、産業機材事業では

グループ会社において収益力の改善・強化に向けた積極的な構造改革を実施いたしました。また、人とみらい開発事業

においては、ソーラー売電施設「ニッケまちなか発電所」や、同一地域で複合的なサービスを提供する「ニッケ介護

村」を中心とした地域密着型施設の拠点数を拡大し、コンシューマー事業では、キッズランド施設の拠点拡大は伸び

悩んだものの、事業規模の拡大と収益力向上を目指したＭ＆Ａなどを実施いたしました。

 この結果、当連結会計年度の業績は、連結売上高100,477百万円(前期97,677百万円)、連結経常利益6,635百万円

(前期6,023百万円)、連結当期純利益3,572百万円(前期3,346百万円)となりました。

 セグメントの概況は以下のとおりであります。

 

①衣料繊維事業

 「衣料繊維事業」は、ウール(天然繊維)を主素材とした衣料用の素材・商品の開発・製造・卸売りを行っておりま

す。

 売糸は、ニット用丸編み（ジャージ）糸の販売が堅調に推移し、増収となりました。

 学校制服用素材は、ほぼ前期並みとなりましたが、官公庁制服用素材は、予算減による調達量の減少により減収と

なりました。

 一般企業制服用素材は、交通・金融関係の更改・更新需要の増加に加え、警備関係の制服の新規受注などが寄与し、

増収となりました。

 一般衣料用素材は、レディスおよび百貨店アパレル向けが堅調でしたが、郊外店向けは就活時期の変更により出荷

時期が後ろにずれ込み、減収となりました。

 海外への販売は、北米既存顧客向けが伸び悩んだものの、欧州向け新規顧客の獲得により、ほぼ前期並みとなりまし

た。

 この結果、衣料繊維事業の当連結会計年度の売上高は42,299百万円（前期41,264百万円）となりました。

 

②産業機材事業

 「産業機材事業」は、ウールから化合繊、糸から紐・フェルト・不織布など、産業用資材・生活用資材の開発・製

造・卸売り、産業用機器の設計・製造・販売、および、環境・エネルギーシステムの設計・施工・メンテナンスを行っ

ております。

 産業用資材は、自動車向け資材の商況回復や、中国におけるＰＭ2.5の影響による空気清浄機用フィルターの需要の

増加などにより、大幅な増収となりました。

 生活用資材は、釣具が海外ＯＥＭなどの落込みにより減収となりましたが、バドミントン用ラケットやガットの販売

が好調に推移し、全体ではほぼ前期並みとなりました。

 産業用機械・計測器は、車載電装品製造ラインのファクトリーオートメーション装置の好調、ソーラー発電設備の

設計・施工工事の受注増がともに続いたことにより、増収となりました。

 この結果、産業機材事業の当連結会計年度の売上高は19,701百万円（前期18,234百万円）となりました。

 

③人とみらい開発事業

 「人とみらい開発事業」は、「街づくり」を主眼とした地域共生型のサービス提供および不動産開発を行っておりま

す。

 商業施設運営事業は、「ニッケコルトンプラザ」（千葉県市川市）では、６月以降に衣料品や飲食、併設シネマなど

の客足が伸びず低迷しましたが、増税前の駆け込み需要が好調であったことと、ショッピングセンター運営業務の新規

受託が寄与したことで、微増収となりました。また「ニッケパークタウン」（兵庫県加古川市）では、駆け込み需要に

対応した販促企画が好調でしたが、夏のバーゲンでの婦人服の伸び悩みや天候不順の影響もあり、ほぼ前期並みとなり

ました。
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 不動産事業は、愛知県稲沢地区での土地賃貸や、前期より事業化したソーラー発電施設を12拠点にまで増設したこと

により、大幅な増収となりました。一方、建設事業では前期ほどの大型工事がなく大幅な減収となりましたが、ビル

管理事業では新規受注などにより、増収となりました。

 スポーツ事業は、ゴルフ練習場・ゴルフコースにおいて、スクール受講者数が順調に伸びたものの、ゴルフ人口の

減少などの要因に加え、天候面の影響で入場者が激減したことにより、大幅な減収となりました。一方、テニススクー

ルでは、受講料収入が伸び悩みましたが、テニス用品の販売拡大が奏功し、増収となりました。

 介護事業は、既存施設が順調に利用者数を伸ばしたことに加え、３月に開業したグループホーム「てとて加古川」

(兵庫県加古川市)と「てとてニッケタウン」(愛知県あま市)が売上げに寄与したことにより、大幅な増収となりまし

た。

 この結果、人とみらい開発事業の当連結会計年度の売上高は14,674百万円（前期16,200百万円）となりました。

 

④コンシューマー事業

 「コンシューマー事業」は、ブランディングとマーケティングのノウハウを強化した消費財の流通・小売、および

拠点開発による地域ニーズに対応した商品・サービスの提供を行っております。

 寝装事業は、災害用備蓄毛布の販売が堅調に推移したことと大口案件の受注により、増収となりました。

 手編毛糸事業は、催事販売が伸びず、大幅な減収となりました。

 貿易代行事業は、コンテナの輸入設置事業は好調でしたが、輸入代行業務が減少したことにより、大幅な減収となり

ました。

 100円ショップ向け卸売事業は、新商品の開発と、新規取引先の開拓により、増収となりました。

 携帯電話販売事業は、スマートフォン市場の拡大とキャリア間競争による市場の活性化や、前期に行った店舗の移転

増床に伴う販売台数の増加が寄与し、大幅な増収となりました。

 アイスクリーム事業とビデオレンタル事業は、前期に出店した店舗の売上げ寄与により、増収となりました。

 飲食事業については、５月にオープンした大型飲食店舗「WOOL HOMMACHI BEER ARCADE」（大阪市中央区）が売上げ

に寄与したことにより、増収となりました。

 なお今期より、前期に加わった個人向け保険代理店を営む株式会社ニットーファミリーおよびスタンプインクなどの

製造・販売を営む株式会社ツキネコの売上げが、通期で寄与いたしました。

 この結果、コンシューマー事業の当連結会計年度の売上高は23,802百万円（前期21,978百万円）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の営業活動による資金の収入は、前連結会計年度に比べ、たな卸資産の減少等により、5,966百万円

増加して12,146百万円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の投資活動による資金の支出は、前連結会計年度に比べ、固定資産の取得の減少等により6,043百万

円減少して4,061百万円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の財務活動による資金の支出は、前連結会計年度に比べ、短期借入金および長期借入金の減少等によ

り、7,492百万円増加して5,334百万円となりました。

 以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比2,936百万円増加して14,923百万円と

なりました。

 

 

２【生産、受注及び販売の状況】

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その形態・単位等は必ずし

も一様でなく、また受注生産をとらない製品もあり、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で

示すことはしておりません。

 このため生産、受注及び販売の状況については「１ 業績等の概要」における、各セグメント業績に関連付けて示

しております。
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